第１職員の給与等に関する報告　３職員給与と民間給与との比較
第１職員の給与等に関する報告　４物価及び生計費　５人事院勧告の概要

３　職員給与と民間給与との比較
(1)　月例給

本委員会は、職員と民間従業員との給与比較は、「職員給与実態調査」及び「民調」の結果に基づいて行っており、職員にあっては行政職給料表の適用を受ける職員、民間にあってはこれに相当する事務・技術関係の職務に従事する従業員について、役職段階や年齢、学歴を同じくする者同士の４月分給与をラスパイレス方式（※）で比較し較差を算定したところ、職員給与が民間給与を6,708円（1.78％）下回っていることが明らかになった。
（資70頁：第28表、資71頁：第29表）

(2)　特別給
本委員会は、民間における賞与及び臨時給与など特別給の支給割合（月数）を算出し、これを職員の期末手当及び勤勉手当の年間平均支給月数と比較した上で、0.05月単位で改定を行ってきている。「民調」の結果、前年８月から当年７月までの１年間において、民間で支払われた特別給は、年間で平均給与月額の4.50月分になっており、これに相当する職員の期末手当及び勤勉手当の年間平均支給割合は4.45月分であり、民間の特別給の支給割合を0.05月分下回っていることが明らかになった。
（資５頁：第12表、資67頁：第22表）
４　物価及び生計費

本委員会が、総務省統計局の家計調査の結果を基に人事院と同様の方法で算定した平成31年４月の大阪市における標準生計費は、２人世帯136,170円、３人世帯172,840円、４人世帯209,500円、５人世帯246,170円となっている。

また、平成31年４月の消費者物価指数（総務省統計局）は、平成30年４月に比べ、全国では0.9％の上昇、大阪市においても0.7％の上昇となっている。

            　    （資71頁：第30表、資72頁：第31表）
５　人事院勧告の概要

人事院は、令和元年８月７日、国会及び内閣に対し、一般職の国家公務員の給与について報告し、併せて給与の改定について勧告した。

給与に関する勧告は、民間給与との較差387円（0.09％）に基づく給与改定として俸給表の引上げ（平均改定率0.1％）、特別給（ボーナス）について0.05月分の引上げ、給与制度の改正として、住居手当の見直し（手当の支給対象となる家賃額の下限を引上げ、その原資を用いて手当額の上限を引上げ）を内容とするものである。

また、公務員人事管理について報告を行った。

それらの概要は、第41表及び第42表に示すとおりである。

（資88頁：第41表、資90頁：第42表）
※「ラスパイレス方式」とは…


個々の本府職員に、「役職段階・年齢・学歴」を同じくする民間従業員の給与を支給したとして、これに要する支給総額が現に職員に支払っている支給総額とどれ程の差があるのかを計算するのが「ラスパイレス方式」と呼ばれる方法である（例えて言うと、「役職段階・年齢・学歴」が本府職員と同じである民間従業員で「仮想府庁」を作って、給与総額がどの程度になるのかを調べ、実際の本府職員の給与総額と比べている）。


具体的には、本府職員の「役職段階・年齢・学歴」別の平均給与（Ａ１、Ａ２、Ａ３…）と、これと条件を同じくする民間従業員の平均給与（Ｂ１、Ｂ２、Ｂ３…）のそれぞれに、本府職員の人数（Ｎ１、Ｎ２、Ｎ３…）を乗じた総額を計算して比べる。これを計算式にすると、次のようになる。このため、毎年の「民調」では、民間従業員ごとに「役職段階・年齢・学歴・給与支給額」等を調べている。





【 計 算 式 】                              
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